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命   令   書 

 

 

申 立 人  全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合 

執行委員長  Ｘ１ 

 

 

申 立 人  全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合東陽ガス支部 

執行委員長  Ｘ２ 

 

   

被申立人   日本瓦斯株式会社 

       代表取締役  Ｙ１ 

 

 上記当事者間の都労委平成25年不第81号事件について、当委員会は、平成27年

５月19日第1634回公益委員会議において、会長公益委員房村精一、公益委員岸上

茂、同水町勇一郎、 同野田博、同菊池馨

実、同櫻井敬子、同小西康之、同川田琢之の合議により、次のとおり命令する。 

 

主       文 

 

本件申立てを棄却する。 

 

理       由 

 

第１ 事案の概要及び請求する救済の内容の要旨 

１ 事案の概要 

   被申立人日本瓦斯株式会社（以下「日本瓦斯」という。）は、申立外東陽

ガス株式会社（以下「東陽ガス」という。）に対し、ＬＰガスボンベ配送、

保安（ＬＰガス設備の点検）等の業務を委託し、東陽ガスは、上記配送及び
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点検に携わる者（以下「配送員」という。）との間で雇用契約、業務委託契

約等を締結し、配送員に当該業務を委託していた。なお、上記業務について、

日本瓦斯は、東陽ガスの唯一の委託元であった。 

平成22年８月、東陽ガスが配送システムの変更を行ったところ、労働条件

の著しい悪化がもたらされたとして、11月10日、同社の配送員の一部が申立

人全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合（以下「東部労組」という。）

に加入し、東部労組の下部組織として同全国一般労働組合全国協議会東京東

部労働組合東陽ガス支部（以下「支部」という。また、東部労組と支部とを

併せて「組合」ともいう。）を結成した。 

25年２月18日、日本瓦斯は、東陽ガスの債務不履行を理由に、東陽ガスと

の保安に係る業務委託契約を解除した。さらに、６月20日、日本瓦斯は、東

陽ガスとの配送に係る業務委託契約も７月末日をもって解除することとし

た。このため、８月以降、東陽ガスの業務は、無くなることとなった。 

東陽ガスは、配送員に対し、業務終了に伴う同社と配送員との契約を解除

することについて、６月27日及び28日、説明会を開催し、７月24日、組合と

団体交渉を行った上で、配送員と、契約の合意による解除を進めた。しかし、

配送員のうち組合員６名は契約解除に合意しなかったため、７月29日、東陽

ガスは、組合員６名に対し、８月31日付けで雇用契約等を解除すると通知し

た。８月21日、東陽ガスは、株主総会で解散を決議した。 

８月６日、組合は、日本瓦斯に対し、組合員の雇用確保等を求めて団体交

渉を申し入れたが、同日、同社は、組合員とは契約関係にないとして団体交

渉を拒否した。 

本件は、日本瓦斯が、東陽ガスの配送員である組合員との関係で、労働組

合法（以下「労組法」という。）上の使用者に当たるか否か、使用者に当た

る場合には、日本瓦斯が、25年８月６日に組合の申し入れた団体交渉を拒否

したことに正当な理由があるか否かが争われた事案である。 

 ２ 請求する救済の内容の要旨 

  ⑴ 日本瓦斯は、組合が25年８月６日に申し入れた団体交渉を拒否すること

なく、誠実にこれに応ずること。 

⑵ 謝罪文の交付及び掲示 
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第２ 認定した事実 

１ 当事者 

⑴ 被申立人日本瓦斯は、昭和30年に設立された、ガス（ＬＰガス及び都市

ガス）の供給、ガス機器・住宅機器の販売等及び関連する管工事施工、輸

送等のガス事業を営む株式会社であり、肩書地に本社を置き、平成25年４

月１日現在の従業員は685名である。 

【乙６】 

⑵ 申立人東部労組は、昭和43年12月26日に結成された、主として首都圏に

事業所を有する企業で働く労働者が個人加盟して組織する、いわゆる合同

労組であり、本件申立時の組合員数は約850名である。 

⑶ 申立人支部は、東部労組に加入する東陽ガスの配送員らが、東部労組の

下部組織として、平成22年11月10日に結成した労働組合であり、本件申立

時の組合員数は10名である。 

 ２ 日本瓦斯と東陽ガスとの関係 

  ⑴ 業務の委託 

日本瓦斯は、ガス事業のうち一部の地域のＬＰガスボンベの顧客への配

送及び配送時のＬＰガス設備の点検について、東陽ガスにその業務を委託

していた。東陽ガスは、配送員との間で雇用契約、業務委託契約、保安業

務委託契約等を締結し、配送員が、実際の配送や配送時の設備の点検等保

安に係る業務を行っていた。 

なお、東陽ガスは、日本瓦斯からの委託業務の量に対応して、配送員の

増員等を行っていた。 

【甲１の１～３・26・31・32、乙６、審p６】 

  ⑵ 東陽ガスの設立の経緯 

    東陽ガスは、昭和49年に「ニチガス工業株式会社」として設立され、62

年に現社名に商号変更した。東陽ガスの業務はＬＰガスボンベ配送、保安

業務等であるが、取引先は、一時期を除いて、日本瓦斯のみであった。 

【甲13・14・36、審p６】 

  ⑶ 日本瓦斯と東陽ガスの資本及び人事関係 

    東陽ガスの直近数代前の社長は、日本瓦斯の管理職の経歴を有し、東陽
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ガス解散時の社長も、日本瓦斯の課長在任時に東陽ガスに出向した後、平

成24年11月に日本瓦斯を退職して東陽ガスの社長に就任し、東陽ガス解散

後は、日本瓦斯の子会社に就職している。 

東陽ガスの株主は、東陽ガスの社員、日本瓦斯の社員であった者、工事

会社の経営者等の個人が占めていた。日本瓦斯は、20年８月時点で、東陽

ガスの発行済株式６万株のうち8,930株を保有していたが、東陽ガス解散

時、東陽ガス株式を保有していなかった。 

一方、東陽ガスは、日本瓦斯の株式を保有していたが、２年連続の赤字

を回避し営業外黒字とするため、24年６月12日、外資系のファンドである

申立外         Ｏ社         に対し、50万株を４億

8,000万円で売却した。また、25年３月11日、東陽ガスは、主として銀行

からの融資の返済のため、日本瓦斯に対し、当時保有していた日本瓦斯株

式の全て172万6,000株を17億701万4,000円で売却した。 

【甲10・13・18・33・35・36、乙５、審p10】 

３ 東陽ガスの配送員の就業状況について 

⑴ 配送員と東陽ガスの契約について 

   ① 東陽ガスは、ＬＰガスボンベの配送が貨物自動車運送事業法の特定貨

物自動車運送事業に該当し、同事業に係る車両数増の認可を得るために

必要と考え、15年10月以降、配送員との間で、業務委託契約とは別に雇

用契約等を締結していた。 

     上記雇用契約及び業務委託契約の内容は以下ア及びイのとおりであっ

た。 

    ア 雇用契約書 

     「雇用期間   年 月 日から  年 月 日 

            特別の事由がある場合は雇用期間満了日を記入する。 

      就業の場所 千葉県、埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県、東京都 

      業務の内容 液化石油ガス容器配送業務 

      就業の時間 ８時00分から18時00分まで 

      休憩の時間 12時から13時まで 

            午前、午後各10分 
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            その他に２時間 

            業務の状況により休憩時間は変更出きる
（ マ マ ）

ものとする。 

      残業の時間 ガス需要期は、１日３時間、１ヶ月40時間を限度とす

る。 

      休日    日曜、祭日、夏休３日、年末年始３日 

      賃金    月給として定額200,000円（基本給160,000円、通勤手

当20,000円、時間外手当20,000円）とする。 

            賃金計算期間で、１ヶ月以内欠勤の場合は日割計算と

し、１ヶ月以上欠勤の場合は無給とする。 

            社会保険、諸税は控除する。 

            締切日 当月25日 

            支払日 翌月25日、振込みにより支払う。 

            昇給、賞与、退職金はなしとする。 

      退職に関する事項・その他 （略）」 

    イ 業務委託契約書 

     「（目的） 

第１条 甲（東陽ガス）は、甲が受注したガス配管工事、設備工事、

その他の業務を乙（配送員）に依頼し、乙は、その業務に従事す

ることを承諾する。 

（就業上の心得） 

      第２条 乙は、次の各号に該当することをしてはならない。 

１ 甲の作業指示に違反すること。 

２ 業務上知り得た秘密、または甲の不利益となる事項を他に漏

らすこと。 

３ 公私混同し、自己の利益を図る 事
（ママ）

。 

      （業務上の対価） 

第３条 甲は、乙に対し、甲が積算した金額を乙の承認の上、甲の

定時支払にて乙に支払う。 

（契約期間） 

      第４条 本契約期間は、原則として本契約締結の日から１ヵ年とす
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る。ただし、期間満了までに甲・乙いずれからも解約の申し出
（ マ マ ）

が

ない場合はさらに１年間延長とし、以後同様とする。 

      （解約） 

      第５条 甲または乙が契約期間の中途で解約しようとする場合は、

解約１ヶ月前に相手方に通知しなければならない。 

      （協議事項） 

      第６条 本契約に記載のない事項等について疑義が生じたときは、

甲・乙協議の上解決するものとする。」 

   ② 上記①ア及びイの契約に係る書面は、当事者名、契約日、雇用期間以

外は印字されたものであった。 

   ③ 23年頃から、東陽ガスは、上記①アの雇用契約を合意解除し、配送員

との間で改めて業務請負基本契約を締結するようになった。 

   ④ 日本瓦斯は、東陽ガスと配送員との契約内容に関与することはなかっ

た。 

【甲１の１～３・20・27・36】 

⑵ 配送先と配送本数の指示について 

東陽ガスは、配送員に対するＬＰガスボンベ配送及び保安業務の指示の

方法として、同社が用意した業務用携帯端末に情報を送信する方法を採っ

ている。 

  この方法は、配送員複数名をグループ化して担当地域を割り当て、各配

送員が更に細分化された担当地域の配送を行うこととされているが、細分

化された担当地域は日によってローテーションする。そして、配送前日の

午後７時前後に、配送員の業務用携帯端末に郵便番号順で無作為に抽出さ

れたＬＰガスボンベの配送先及び配送本数が送信され、一度配信された配

送先等については、個別に配送を断る等の交渉の余地はなかった。 

【甲20・27、乙７】 

⑶ 配送の流れ 

配送当日、配送員は、自宅等に保管している配送業務用の車両で各自指

定される充填所（ＬＰガスボンベが保管されている場所）に向かい、車両

にＬＰガスボンベを積み込み、前日に東陽ガスから配信された配送先の顧
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客を訪問する。そして、各顧客に設置されている使用済みのＬＰガスボン

ベを新しいＬＰガスボンベに交換するとともに、ガス漏れの有無等、ＬＰ

ガス設備の点検業務を行う。各顧客においてＬＰガス設備の点検作業が完

了した後、配送員は、点検作業が完了した旨業務用携帯端末で東陽ガスに

報告する。積み込んだＬＰガスボンベの配送後、配送員は、充填所に戻り、

使用済みのＬＰガスボンベを降ろして業務終了となるが、配信された配送

本数によっては、新しいＬＰガスボンベを積み込み、再度顧客を訪問する。 

【甲35】 

  ⑷ 配送に係る指示について 

    東陽ガスは、配送員に対し、強制ではないものの同社の示した配送終了

時刻までに配送し終えることや、配送、点検終了１件ごとの同社への報告、

配送残が生じた場合の報告を求め、使用する充填所の指定、積み置き（Ｌ

Ｐガスボンベを所定の場所である充填所に持ち帰らずに車両に積んだま

まにしておくこと。）の禁止等の指示をメールで行っている。メールには、

「いかなる場合も積み置きは禁止です。積み置きがあった場合は、即刻解

雇となります。」と記載されたものもあった。 

    なお、上記指示は東陽ガスの職制を通じて行われるものであり、通常の

業務で日本瓦斯の従業員が配送員に対して直接指示をすることはなかっ

た。 

【甲21、審p11・p29】 

⑸ 配送員の報酬について 

上記⑴①アの契約にもかかわらず、東陽ガスは、配送員への報酬として、

配送本数に同社が定めた単価を乗じた金額を定額給と外注費に分け、定額

給から源泉徴収及び社会保険料控除を行った残額と、外注費から、車両リ

ース代、車両維持費（修理代、燃料代、自動車保険料等）、業務用携帯端

末の料金、管理費等の経費を差し引いた残額の合計を支払っていた。東陽

ガスは、定額給から源泉徴収及び社会保険料控除を行った残額について、

毎月支払を行い、明細書を交付していた。 

【甲20・36、乙７】 

⑹ 配送員の休暇の取得方法 
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東陽ガスは、１か月ごとの休暇スケジュール管理表（以下「休暇カレン

ダー」という。）を作成し、毎日、グループ化された配送員のうち半分以

上が業務に従事するように、配送員の休暇を指定している。配送員に休暇

変更の希望がある場合は、休暇カレンダーの配布後、５日以内に東陽ガス

に対して申請書を提出し、調整されることとなっていた。 

【甲20・35・36】 

⑺ 配送員会議等の開催について 

    配送員を対象とする配送員会議や講習会等が年に数回開催された。配送

員会議には、東陽ガスの従業員のほか、日本瓦斯の従業員が出席して配送

システム等の説明を行うことがあった。 

【甲20・24、乙７、審p７】 

  ⑻ マニュアルの配布について 

配送員には、東陽ガスから、講習会の学習用資料として、日本瓦斯が作

成した「行動基準マニュアル」が配布されたことがあった。同マニュアル

によれば、配送員は「ニチガス配送マン」と位置付けられていた。 

【甲９・20、乙７、審p７】 

  ⑼ 配送車両及び制服について 

    配送員が業務に使用する車両については、配送員と東陽ガスとの間で、

車両賃貸借契約を締結し、東陽ガス名義のものを東陽ガスからリースする

形をとっており、車両には東陽ガスの社名及び日本瓦斯のロゴマークが表

示されていた。 

    配送員は、配送業務に従事する際、日本瓦斯のロゴマークの入った制服

を着用することとなっており、１着目は東陽ガスが支給し、２着目以降は

配送員が購入することとなっていた。 

【甲20・30、乙７、審p８～10】 

 ４ 配送システム導入の経緯 

  ⑴ 東陽ガスは、従前は紙の伝票を使用していたＬＰガスボンベ配送及び保

安業務について、前記３⑵のとおり、各配送員に業務用携帯端末を持たせ、

配送本数、配送先等を送信するとともに、配送員ごとに固定されていた担

当地域を、複数の配送員でローテーションさせるシステム（以下「新配送
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システム」という。）を、３年程度の準備期間を経て22年８月から正式導

入した。 

    10月には、配送員会議において、日本瓦斯の支店長等、東陽ガスの社長

及び配送員との間で新配送システムに係る話合いが行われた。 

【甲20・24・27・36、乙７、審p３～４・p13】 

  ⑵ 日本瓦斯は、新配送システムを基本としたクラウド配送システムを他社

と共同で開発し、「  Ｋ  」と名付けた。24年６月、日本瓦斯は、コ

ンピューターシステムの企画、開発、販売及び保守を行う申立外   Ｋ

社    を設立し、当該システムの特許を出願した。 

【甲16・17・22、乙６、審p22～23】 

  ⑶ 東陽ガスは、25年６月、日本瓦斯が開発した「  Ｋ  」システムを、

自社の配送システムとして導入した。 

【甲36・39の１～２、乙６】 

５ 支部の結成及び東陽ガスとの交渉状況 

⑴ 支部結成の経緯 

22年11月10日、東陽ガスと雇用契約及び業務委託契約を締結している配

送員ら27名は、同社による新配送システムの導入が労働条件の著しい悪化

をもたらしたとして、東部労組に加入して支部を結成した。11月18日、組

合は、東陽ガスに対して支部結成並びに組合員名及び組合役員を通知する

とともに、同社による管理費の徴収停止等を求める要求書を提出した。ま

た、同日、組合は、支部結成につき記者会見を行った。 

東陽ガスは、11月19日以降、前日の記者会見出席を「業務放棄」として、

組合員に対し、組合員の業務用携帯端末に配送先等の配信を停止（以下「配

信停止」という。）した。 

【甲34、審p５】 

  ⑵ 団体交渉の経緯 

    11月24日、第１回団体交渉が開催され、支部と東陽ガスとの間で配信停

止を行わないこと等について確認書が締結され、東陽ガスは、配信停止を

撤回した。その後、25年７月24日までに、組合と東陽ガスとの間で８回の

団体交渉が開催された。 
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【甲３・34】 

 ６ 訴訟の状況 

  ⑴ 訴訟の提起 

    23年７月12日、支部組合員のうち22名は、東陽ガスに対し、未払賃金の

支払等を請求する訴訟（東京地方裁判所平成23年（ワ）第23020号事件。

以下「別件訴訟」という。）を東京地方裁判所（以下「地裁」という。）

に提起した。 

【甲20・34】 

  ⑵ 和解提案の経緯 

    24年７月に行われた別件訴訟の期日において、地裁から和解の提案があ

り、調整が行われたが合意に至らず、また、25年７月にも地裁から改めて

和解の提案があったが、東陽ガスはこれを拒否し、和解は成立しなかった。 

【甲27・34・36】 

  ⑶ 地裁判決 

    25年10月24日、地裁は、別件訴訟について、原告らと東陽ガスとの雇用

契約、業務委託契約及び保安業務委託契約等の性質は、一つの雇用契約で

あり、原告らは同社との関係で労働基準法（以下「労基法」という。）上

の労働者に該当すると認めた上で、同社に対し未払賃金の一部の支払を命

ずる判決を言い渡した。 

【甲20】 

  ⑷ 控訴審及びその後の状況 

    東陽ガスは、上記地裁判決を不服として、10月24日、東京高等裁判所に

控訴した（東京高等裁判所平成25年（ネ）第6693号事件）。26年６月11日、

東京高等裁判所は、原審の判断を支持し、未払賃金の一部の支払のほか、

不法行為に基づく損害賠償も認める判決を言い渡した。 

    東陽ガスは、即日最高裁判所に上告及び上告受理申立てを行い、本件結

審日現在、同事件は最高裁判所に係属中である。 

【甲27・34・36、乙７】 

 ７ 東陽ガスの解散決議に至る経緯 

  ⑴ 日本瓦斯による保安業務委託契約の解除 
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    25年２月18日、日本瓦斯は、東陽ガスに委託していた保安業務につき、

東陽ガスとの保安業務委託契約を解除した。その理由は、23年１月から11

月までの間、ガス事業法に基づく定期保安検査の懈怠が発覚したほか、液

化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく定期点

検の際にも不正があったことから、度重なる債務不履行を起こした東陽ガ

スは取引先として不適当であるというものであった。 

【甲27・31・34～36】 

  ⑵ 日本瓦斯との配送業務委託契約合意解除に至る経緯 

① 上記⑴の保安業務の委託契約解除後、東陽ガスの事業は、日本瓦斯か

ら受託している配送事業のみとなった。しかし、配送事業は、元来、通

期でみても赤字事業であり、また、冬季は黒字化するが、夏季には赤字

となる季節性の大きい事業でもあったため、25年３月以降、東陽ガスの

業績は常に赤字を計上するようになった。 

② そこで、４月17日、東陽ガスは、日本瓦斯に対し、配送業務の委託料

の引上げ等取引条件見直しの協議を申し入れるとともに、協議に応じて

もらえない場合には、配送に係る業務委託契約を更新しないか、又は解

除する旨を通告した。 

     ６月５日、日本瓦斯は、東陽ガスに対し、配送業務の取引条件の見直

しには応じられず、配送に係る業務委託契約の解除はやむを得ないと通

知した。 

     上記の通知を日本瓦斯より受けた東陽ガスは、これ以上事業を継続し

ても赤字解消の見込みがないとの判断から、６月20日、日本瓦斯との配

送業務委託契約を７月末日付けで解除することに同意して、事業の継続

を断念した。 

     この結果、東陽ガスには、８月１日以降、収益源たる事業が無くなる

こととなった。 

【甲32・34～36】 

  ⑶ 配送員に対する説明会の開催 

① 東陽ガスは、配送業務を７月末日をもって終了することから、配送員

に事情を説明するとともに、配送員と同社との契約解除の合意を得るた
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め、説明会を実施することとした。 

   ② 東陽ガスは、説明会の開催に当たり、配送員のうち引き続き配送業務

への従事を希望する者について、日本瓦斯の子会社で配送員が不足して

いた申立外日本瓦斯運輸整備株式会社（以下「運輸整備」という。）に、

配送員としての仕事を紹介するために、配送員の氏名及び連絡先を通知

することとした。 

     運輸整備もまた、ＬＰガスボンベ配送、保安業務等を営む会社であり、

東陽ガスと同様の新配送システムを採用していたが、配送員と運輸整備

との契約は請負契約又は業務委託契約のみとしていた。 

     そこで、東陽ガスは、請負契約（業務委託契約）を拒否する者又は新

配送システムに異議を唱える者は運輸整備に氏名等を通知しないこと

とし、配送員を、請負契約（業務委託契約）を拒否する者又は新配送シ

ステムに異議を唱える者と、それ以外の者（東陽ガスとの雇用契約を合

意解除し業務請負基本契約等を締結している者）とに分け、説明会を２

回に分けて開催することとした。 

なお、請負契約（業務委託契約）を拒否する者又は新配送システムに

異議を唱える者は、６月28日現在で11名であり、このうち10名が別件訴

訟の原告かつ組合員であった。 

   ③ ６月27日、東陽ガスは、同社との雇用契約を合意解除し業務請負基本

契約等を締結している者に対する説明会を開催した。この説明会には、

対象となる配送員64名のうち63名が参加した。 

     説明会において、東陽ガスは、配送業務終了の事情の説明、同社との

業務請負基本契約等の合意解除の依頼、運輸整備への氏名等の通知の希

望の聴取等を行った。 

     なお、この日から７月31日にかけて、東陽ガスと、説明会の対象とな

った配送員64名全員とは、業務請負基本契約等の合意解除した。 

   ④ ６月28日、東陽ガスは、請負契約（業務委託契約）を拒否する者又は

新配送システムに異議を唱える者に対する説明会を開催した。この説明

会には、対象となる配送員11名のうち組合員を含む６名が参加した。 

     説明会において、東陽ガスは、出席者に対し、配送業務終了の事情の
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説明、東陽ガスとの雇用契約、業務委託契約等の合意解除の依頼を行っ

たが、運輸整備への氏名等の通知の希望の聴取は行わなかった。 

【甲５・34～36】 

  ⑷ 団体交渉の開催 

７月８日、組合は、東陽ガスに対し、団体交渉を申し入れ、同月24日、

団体交渉が開催された。 

     団体交渉では、組合から、新配送システムに異議を唱えたことはない旨

の主張があったため、東陽ガスは、新配送システムに異議を唱える者とい

う条件を不問にし、請負契約（業務委託契約）を拒否せず、運輸整備への

氏名等の通知を希望する者がいれば、運輸整備に通知する旨述べたが、結

局希望する者は現れなかった。 

     このほか、団体交渉では、８月分の配送員の休業補償について話し合わ

れた。 

【甲34～36】 

  ⑸ 東陽ガスと組合員を含む５名との雇用契約等の解除の合意 

    上記⑷の団体交渉の後、６月28日の説明会の対象者11名のうち５名から

雇用契約、業務委託契約等の解除の申入れがあり、７月31日付けで、東陽

ガスと上記５名とは、契約の解除を合意した。なお、上記５名中４名は別

件訴訟の原告かつ組合員であった。 

【甲34～36】 

  ⑹ 雇用契約等の解除通知書の送付 

    東陽ガスは、７月29日付けで、６月28日の説明会の対象者11名のうち、

雇用契約、業務委託契約等の解除に応じなかった６名に対し、当該契約に

ついて８月31日をもって解除する旨の通知を送付した。なお、上記６名は

全員別件訴訟の原告かつ組合員であった。 

【甲６・34～36】 

  ⑺ 東陽ガスの解散 

    ８月21日、東陽ガスの臨時株主総会が開催され、同社の解散が決議され

た。臨時株主総会時点での東陽ガスの株主は34名であり、法人株主及び議

決権の過半数を持った株主は存在しなかった。 
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    同日、東陽ガスは、上記⑹の６名に対し、解散を通知するとともに、実

質的な休業補償であるとして見舞金15万円をそれぞれ支払った。 

【甲12・14・34～36】 

 ８ 日本瓦斯に対する団体交渉申入れ 

  ⑴ 社前行動 

    組合は、22年11月の組合結成後間もなく、東陽ガスによる配信停止に抗

議して、日本瓦斯の本社前で要請行動を行ったことがあった。 

【甲34、審p29】 

  ⑵ 団体交渉の申入れ 

    25年８月６日、組合は、日本瓦斯に対し、東陽ガスが業務を廃止するこ

とによって、組合員から仕事を取り上げ、組合員の収入を途絶させること

となる一方、非組合員について日本瓦斯のグループ会社である運輸整備に

移籍させることは、組合員を狙い撃ちする不当労働行為であるとして、①

組合員を、労働者として運輸整備に移籍させ、雇用を確保すること、②上

記不当労働行為を直ちにやめるよう東陽ガスを指導することを申し入れ

るとともに、上記①及び②を交渉事項とする団体交渉の開催を申し入れた。 

【甲７・34】 

  ⑶ 団体交渉の拒否 

    ８月６日、日本瓦斯は、組合に対し、同社は組合員と契約関係になく、

団体交渉に応ずる立場にないとして、上記⑵の団体交渉の申入れを拒否し

た。 

【甲８・34】 

 ９ 本件不当労働行為救済申立て 

   ８月26日、組合は、当委員会に対し、本件不当労働行為救済申立てを行っ

た。 

第３ 判 断 

 １ 申立人組合の主張 

  ⑴ 日本瓦斯は、東陽ガスの解散には関与しておらず、また、東陽ガスの配

送員である組合員の労働条件等の決定にも関与していないので、労組法第

７条第２号の使用者には該当しないと主張する。 
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  ⑵ しかし、①東陽ガスが日本瓦斯との契約を解除された原因である「度重

なる債務不履行」や、配送業務だけでは東陽ガスの存続が不可能であるこ

との客観的な資料が一切提出されていないこと、②日本瓦斯は、東陽ガス

の唯一の発注者であり、東陽ガスに対して「優越的支配力」を有している

こと、③組合員と東陽ガスとの間の雇用契約の存在が、日本瓦斯が新たに

開発したクラウド配送システム「  Ｋ  」の販売によって得られる超

過利潤を脅かすものであること、④日本瓦斯にとって、東陽ガスが日本瓦

斯の大株主に名を連ねていることが不都合であること、⑤東陽ガスの歴代

の社長は、日本瓦斯の出身者であること等から考えると、東陽ガスの解散

には不自然な点が多く、日本瓦斯には、東陽ガスの解散に関与する動機が

ある。日本瓦斯は、「  Ｋ  」の前提となるビジネスモデルを守るた

め、東陽ガスと通謀して、その解散に関与し、組合員を職場から放逐し、

支部の消滅を図ったものと考えられる。 

  ⑶ また、東陽ガスの充填所等の施設は日本瓦斯の施設内にあるほか、東陽

ガスの配送員には、日本瓦斯グループ共通のマニュアルが与えられ、「ニ

チガス配送マン」と位置付けられていたこと、ＬＰガスボンベの配送先及

び配送本数は、日本瓦斯の配送センターから配信されていたこと等から、

配送員は、日本瓦斯からの指示に従って業務に従事していたといえる。 

  ⑷ 日本瓦斯は、東陽ガスに、クラウド配送システムを採用させ、配送員の

労働条件の著しい悪化を生じさせたのであるから、労組法上の「使用者」

としての責任を免れない。 

⑸ 以上のことから、日本瓦斯は、東陽ガスの配送員である組合員の「雇用

の存続」という重大な労働条件に関与しており、部分的とはいえ「使用者」

として団体交渉応諾義務を負う。    

 ２ 被申立人会社の主張 

  ⑴ 労組法第７条の「使用者」は、「労働契約上の雇用主」であるのが原則

だが、雇用主でない者が「使用者」に該当するのは、「雇用主と同視でき

る程度に、基本的な労働条件等に対して、現実的かつ具体的な支配力を有

している場合」のみであり、このような場合というのは極めて例外的であ

る。 
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  ⑵ 例えば、基本的な委託条件等は東陽ガスと個々の配送員との契約によっ

て決定され、団体交渉も東陽ガスとの間で行われ、労働条件に関する合意

も東陽ガスと支部との間で行われていたのであって、日本瓦斯は基本的な

委託条件等の決定に何らの関与もしていない。また、日本瓦斯が、東陽ガ

スの配送員に対して業務上の指示を直接出すことはなく、必要な業務上の

指示は東陽ガスの職制を通じて行われており、日本瓦斯が、配送員に対し

業務上の指揮監督を行っていなかったのは明白である。行動基準マニュア

ルや日本瓦斯のロゴマーク入り車両などは、日本瓦斯ではなく、東陽ガス

から支給、貸与等されていた。 

  ⑶ 組合は、日本瓦斯が、東陽ガスの「業務停止、解散、清算」にどの程度

の支配力を現実的に行使し、関与していたかこそが、本件では問題となる、

と主張する。 

    しかし、組合は、日本瓦斯の役職員のうち、どのような立場にある者が、

いつ、どこで、東陽ガスの誰に対して業務停止等を命令したかなどについ

て、具体的な主張、立証を一切行っておらず、東陽ガスの設立当初の会社

名などの抽象的な主張や憶測を述べるのみであり、自らが定立した判断基

準に当てはめを行っていない。 

  ⑷ 組合は、日本瓦斯が、販売を強力に進めようとしているクラウド配送シ

ステムのビジネスモデルとしての価値の温存を図るため、雇用契約を主張

する組合の存在を一挙に否定し去るために、東陽ガスの解散を行ったとも

主張する。 

しかし、配送員と東陽ガスとの契約形態によって、クラウド配送システ

ムの価値が毀損することはあり得ないし、東陽ガスを解散したのは、東陽

ガスの株主（総会）であって、株主でもない日本瓦斯はこの解散決議に何

ら関与していない。 

  ⑸ さらに、組合は、労働条件を悪化させたクラウド配送システムの導入を、

日本瓦斯が東陽ガスに強制したのであるから、日本瓦斯は「使用者」に該

当すると主張する。 

    しかし、日本瓦斯は、東陽ガスの意思に基づき、東陽ガスに対してクラ

ウド配送システム等の使用許諾を行っていたにすぎず、このシステムを利
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用して配送員に対して配送エリアや配送本数等を発注（指示）していたの

は東陽ガスである。 

  ⑹ 以上のことからみて、日本瓦斯が、組合員との関係で労組法第７条の「使

用者」に該当しないのは極めて明らかである。 

  ⑺ したがって、日本瓦斯が組合の申し入れた団体交渉を拒否したことには

正当な理由がある。 

 ３ 当委員会の判断 

  ⑴ 労組法第７条は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つこ

とを促進するために、労働者が自主的に労働組合を組織し、使用者と労働

者との関係を規制する労働協約を締結するための団体交渉をすること、そ

の他の団体行動を行うことを助成しようとする同法の理念に反する使用

者の一定の行為を禁止するものであるから、同条にいう「使用者」は、同

法が上記のように助成しようとする団体交渉を中心とした集団的労使関

係の一方当事者としての使用者を意味し、労働契約上の雇用主が基本的に

これに該当するものの、必ずしも同雇用主に限定されるものではない。雇

用主以外の者であっても、当該労働者の基本的な労働条件等に対して、雇

用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的な支配力を有

しているといえる者は、その限りにおいて同条にいう「使用者」に当たる

と解される。 

    以下、上記の観点から、日本瓦斯が、東陽ガスの配送員である組合員と

の関係で、労組法第７条の使用者に当たるか否かについて検討する。 

   ① 日本瓦斯と東陽ガスとの関係について 

    ア 東陽ガスは、「ニチガス工業株式会社」として設立され、後に現社

名に商号変更した（第２．２⑵）。日本瓦斯は、自らの業務のうち一

部地域のＬＰガスボンベの顧客への配送及び配送時の設備の点検に

ついて、東陽ガスに業務を委託していた（第２．２⑴）。東陽ガスの

取引先は、一時期を除き、日本瓦斯のみであった（第２．２⑵）。 

    イ 東陽ガスの直近数代前の社長は、日本瓦斯の管理職の経歴を有して

いた（第２．２⑶）。東陽ガス解散時の社長は、日本瓦斯の課長在任

時に東陽ガスに出向した後、平成24年11月に日本瓦斯を退職して東陽
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ガスの社長に就任し、東陽ガス解散後は、日本瓦斯の子会社に就職し

ている（第２．２⑶）。 

ウ 日本瓦斯は、20年８月時点で、東陽ガスの発行済株式６万株のうち

8,930株を保有していたが、東陽ガス解散時、東陽ガス株式を保有し

ていなかった（第２．２⑶）。 

一方、東陽ガスは、日本瓦斯の株式を保有していたが、24年６月12

日には外資系ファンドに対し、また、25年３月11日には日本瓦斯に対

し、保有する日本瓦斯株式を売却した（第２．２⑶）。     

   ② 東陽ガスの委託業務の遂行状況について 

    ア 東陽ガスは、日本瓦斯から受託したＬＰガスボンベの配送や配送時

の設備の点検等保安に係る業務を配送員に行わせており、具体的な配

送先や配送本数は各配送員に持たせた業務用携帯端末に送信する方

法で指示していた（第２．２⑴、３⑵）。また、東陽ガスは、点検作

業終了等を業務用携帯端末で配送員から同社に報告させていた（第２．

３⑶）。 

    イ 東陽ガスは、配送員に対し、講習会の学習用資料として、日本瓦斯

が作成した「行動基準マニュアル」を配布したことがあった（第２．

３⑻）。 

    ウ 配送員が業務に使用する車両には、日本瓦斯のロゴマークが表示さ

れていたが、車両自体は東陽ガス名義であり、配送員は東陽ガスから

リースされていた（第２．３⑼）。 

    エ 配送員は、業務の際、日本瓦斯のロゴマークの入った制服を着用す

ることとなっており、１着目は東陽ガスが支給し、２着目以降は配送

員が購入することとなっていた（第２．３⑼）。 

   ③ 東陽ガス配送員の雇用に係る、日本瓦斯の関与について 

    ア 東陽ガスは、日本瓦斯からの委託業務の量に対応して、配送員の増

員等を行っていた（第２．２⑴）。しかし、東陽ガスと配送員との契

約内容に、日本瓦斯が関与することはなかった（第２．３⑴④）。 

    イ 運輸整備は、日本瓦斯の子会社であり、東陽ガスと同様の新配送シ

ステムにより、ＬＰガスボンベ配送、保安業務等を営んでいたが、配
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送員と運輸整備との契約は請負契約又は業務委託契約のみとしてい

た（第２．７⑶②）。 

   ④ 東陽ガス配送員に対する労務指揮について 

    ア 東陽ガスは、22年８月から、新配送システムを正式導入し、また、

25年６月には、日本瓦斯が他社と共同開発した「  Ｋ  」システ

ムを導入し、配送員に配送先や配送本数等の指示を行っていた（第２．

４⑴⑶）。 

    イ 東陽ガスは、配送員に対し、強制ではないものの同社の示した配送

終了時刻までに配送し終えることや、配送、点検終了１件ごとの同社

への報告、配送残が生じた場合の報告を求め、使用する充填所の指定、

積み置きの禁止等の指示をメールで行っている（第２．３⑷）。 

なお、上記指示は東陽ガスの職制を通じて行われるものであり、通

常の業務で日本瓦斯の従業員が配送員に対して直接指示をすること

はなかった（第２．３⑷）。 

また、配送員を対象とする配送員会議や講習会等が年に数回開催さ

れ、東陽ガスの従業員のほか、日本瓦斯の従業員が出席して配送シス

テム等の説明や話合いを行うことがあった（第２．３⑺、４⑴）。 

   ⑤ 東陽ガス配送員の勤務時間、休暇等について 

     配送員に対して、勤務開始時間及び勤務終了時間が指示されることは

なかったが、東陽ガスからの指示には、配送を終了させるべき時刻が含

まれていた（第２．３⑷）。配送員の休暇については、東陽ガスが１か

月ごとの休暇カレンダーを作成し、変更の希望があれば同社に申請し、

調整されることとなっていた（第２．３⑹）。 

   ⑥ 東陽ガス配送員の労働条件について 

    ア 配送員は、配送業務に携わるに当たり、雇用契約、業務委託契約等

を締結しているが、契約の相手方は東陽ガスであり、上記契約に係る

契約書は当事者名、契約日等以外は印字された定型的なものであった

（第２．３⑴）。 

    イ 配送員への報酬は、配送本数に東陽ガスが定めた単価を乗じた金額

が基本となっているほか、同社は、その金額から源泉徴収及び社会保
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険料控除を行った上で、配送員に毎月支払を行い、明細書を交付して

いた（第２．３⑸）。 

    以上の事実からすれば、東陽ガスの経営は基本的に日本瓦斯に依存して

おり、日本瓦斯は、東陽ガスとの関係において、取引上優位な立場を有し、

事実上強い影響力を発揮していたものと認められる（上記①）。 

    しかし、東陽ガスは、自らの責任で配送員を使用し、日本瓦斯から委託

された業務を遂行していたといえ、配送員の増員等も自らの判断により行

っていた（上記②③）。配送員との契約は、東陽ガスが独自に締結してお

り、契約内容や契約の相手方の決定に日本瓦斯が関与していることを窺わ

せる事実の疎明はない（上記③）。また、運輸整備は日本瓦斯の子会社で

はあるものの（上記③）、東陽ガスの配送員を運輸整備に雇用させる権限

を日本瓦斯が有していた、あるいは、支配決定していたことを窺わせる事

実の疎明もない。 

配送員に対する労務指揮については、日本瓦斯の従業員が配送員に対し

て、配送システムの説明を行うことはあったものの、日本瓦斯が配送員に

対して委託した業務の指揮監督を直接行っていたわけではない（上記④）。

また、配送員の勤務時間、休暇等に関しても日本瓦斯の関与はみられず（上

記⑤）、東陽ガスの配送員との雇用契約等の内容や配送単価の決定への関

与も認められない（同⑥）。 

    上記のほか、日本瓦斯が、東陽ガスの配送員の雇用や基本的な労働条件、

人事管理について関与していたことを窺わせる事実の疎明はない。 

    したがって、日本瓦斯は、東陽ガスの配送員である組合員との関係にお

いては、基本的な労働条件等に対して、雇用主と部分的とはいえ同視でき

る程度に現実的かつ具体的な支配力を有していたとはいえず、東陽ガスの

配送員である組合員との関係において、労組法第７条の使用者には当たら

ない。 

  ⑵ なお、組合は、東陽ガスの解散には不自然な点が多く、日本瓦斯が、東

陽ガスと通謀して、その解散に関与し、組合員を職場から放逐し、支部の

消滅を図ったと考えられるのであるから、日本瓦斯は、東陽ガスの配送員

である組合員の「雇用の存続」という重大な労働条件に関与しており、部
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分的とはいえ「使用者」として団体交渉応諾義務を負うと主張する。 

    確かに、東陽ガスが、日本瓦斯から保安業務委託契約を解除され（第２．

７⑴）、その後配送業務委託契約も合意解除せざるを得なくなり収益源を

失った結果、事業廃止を決断したこと（同⑵）、東陽ガスの株主総会にお

いて解散が決議されたこと（同⑺）について、支部結成以降の東陽ガスと

組合との関係をみると、組合の主張するような不自然な点が全くなかった

とはいえない。 

しかし、支部組合員と東陽ガスとの間で別件訴訟が継続していたこと

（第２．６）や、組合が日本瓦斯の本社前で要請行動を行ったことがある

（同８⑴）ということだけで、日本瓦斯が組合を嫌悪し、東陽ガスと通謀

して東陽ガスを解散させ、組合員を職場から排除し、支部を解体させたと

認定することは困難であるし、それ以外に、日本瓦斯が支部を消滅させる

ために東陽ガスを解散させたと推認させる具体的な事実の疎明はなされ

ていない。 

    以上の事実からすれば、東陽ガスの解散は、日本瓦斯による業務委託契

約の解除を契機としているものの、東陽ガスが自らの判断で決定したもの

であって、組合の上記主張には理由がない。 

 ４ 以上のとおり、日本瓦斯は、東陽ガスの配送員である組合員との関係で、

労組法上の使用者には当たらないことから、日本瓦斯が、組合の申し入れた

団体交渉を拒否したことには正当な理由がある。 

第４ 法律上の根拠 

以上の次第であるから、日本瓦斯が、平成25年８月６日に組合の申し入れた

団体交渉を拒否したことは、労働組合法第７条に該当しない。 

よって、労働組合法第27条の12及び労働委員会規則第43条を適用して、主文

のとおり命令する。 

 

平成27年５月19日 

 

東京都労働委員会 

会 長  房 村 精 一 


